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論文
財政錯覚と多数決投票
? ?
達 雄
1. はじめに
財政錯覚の現象を中位投票者モデルに取り込むのに，われわれは基本的に二
つの研究，カーター〔 1〕およびウエストとワイナー〔2〕を参考とする。 しか
し，われわれの主たる関心は多数決投票プロセスに財政錯覚が持ち込むことに
なる構造的差異にあって，単に投票結果がどう変わるかという点にあるのでは
ない。財政錯覚による構造的差異は，投票者が公共サービス供給量について錯
覚をもつことと，租税価格について錯覚をもつことの作用の相違によってもた
らされる。われわれが見いだすであろう帰結は，二つの研究のように代表的投
票者として投票結果に決定力をもつ中位投票者だけに注目したならば得られな
いような性質のものである。
まず初めに，参考とした二つの論文の着眠点がどこにあるかを，われわれの
モデルを説明していきながら明らかにしていく。次に， 2種類の錯覚が持ち込
む多数決投票過程への影響を調べ，代議制民主主義の枠組みにおいて特有のバ
イアスが生じることを示すだろう。消費者が公共サービスの供給量について錯
覚を抱く場合には，それからの便益を小さめに見積るという意味での保守派に
とって有利なバイアスが生じると指摘されるだろう。すなわち，上述の意味で
の保守派は，そうした錯覚が存在することによる民主主義的意思決定過程の構
造的変質のため，それらが存在しない場合と比較して有利な位置を占めうるよ
うになるのである。
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2. 基本モデル
インデクス v=l,…, nで表示される n人の消費者（投票者）がいるとし，強
凹の効用関数を
u.cふ， G.) (1) 
と書こう。ここで X。は私的財の消費量を示し， G. は消費者によって認知さ
れた公共サービスの供給量（私的財で測る）を示す。どの消費者についても真の
公共財供給量 Gとその認知量の間には比例的な差異があると仮定し， その錯
覚係数を a,で表そう。したがって
G.=a.G (2) 
となっている。一定の租税分担比率 t。(O<t.<1,I:; t.=1)が各消費者に指定
•=l 
されているものとし， また政府予算の均衡を前提すれば，消費者 V の私的財
で測られた真の税負担は t.Gとなる。しかしここでは， 公共サービスについ
て便益の誤認を想定したのと同時に，税負担についてもやはり投票者は真の負
担と異なる負担率を認知するものとしよう。ここでも比例的な錯覚係数 b。を
仮定し， b山Gが消費者 V の認知する税負担額， b.わが税負担だけに錯覚が
ある場合の租税価格， b.t.!a。が実際に消費者 Vが認める公共財c.の1単位
当り税負担率すなわち予算の両面で錯覚がある場合の租税価格であるとする。
2種類の錯覚係数を考慮した一般的なケースにおける消費者 V の予算制約式
は，私的財で測った所与の所得 Y.に対して
X叶 (bふ!a.)G.=Y. (3) 
と書かれる。
私的財と公共サービスに対する各消費者の需要は，予算制約(3)のもとで効用
関数(1)を最大にするような x.と c.として求められる。後者は租税価格と所
得に依存し
G。*(bふ!a.,y。) (4) 
と書けるだろう。もちろんこれは消費者が認知する段階での需要量であって，
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実際に政府が供給する公共サービスに対する需要量は派生需要として
G。*(b山/a.,Y.)!a。 (5)
の形で示されるようなものとなる。真の供給量と認知された供給量の関係(2)よ
り，カーター〔 1〕が有効需要と呼んだ (5)が，効用仏(X.,a.G)を制約ふ＋
bふG=Y。のもとで最大にするものであるのに注意しよう。代議士が選挙民で
ある各消費者に関する avを知っているものとすれば， 多数決投票の結果，実
際に供給されることになる公共財量は
＾ G=med(Gv*!av, v=l, . , n) (6) 
に定まる。ここで記号 medは，次の括孤の変数の中位量（メジアン）を意味し
ている。
もしも分析をその有効需要が(6)になる中位投票者（中位抵の需要をもつ消費者）
の行動に限定するなら，中位投票者がどのように決ってくるのか，それが多数
決投票の結果にどう影轡するかといった構造的な点の解明が見過ごされること
になってしまう。そうした点に関するわれわれの分析を聞始するまえに，まず
従来の研究に見いだされる基本的なアイデアがどんなものであったか，検討し
ておこう。これまでの(4)一(6)より多数決投票で採択されることになる Gは，構
成員 v=l,…， nに対して固定されたわが所与とされるとき， avと b。の相
対的な大きさに依存して決まることが容易に知られる。決定的な働きをするの
は中位投票者によって認知される租税価格 bふ!avであり，これはんが固定
されるとき比率 b./avによって決まってくる。ウエストとワイナー〔2〕は，彼
らの一層深い分析の基礎をこの簡単な事実に求めている。しかし彼らの場合，
誰が中位投票者となってくるかについて考えてはいない。またここで，認知さ
れた供給 a.,cが需要 G.*に等しくなるのは中位投票者においてのみである
ことに注意しよう。中位投票者による限界的な誤認率 a.,bvがその需要関数
にはいりそれは全体の供給量に対する比率 a.での錯覚をもたらす。 こうした
関係が，カーターにおいては分析上の着眼点となっている。
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3. 誰が財政錯覚によって有利となるか
(1)に(3)を代入し， 認知された公共財に関する投票者 V の単峰的な選好を示
す効用関数
U.(Y。一(bふIa.)G., G.) (7) 
を得る。予算制約 Xげ bふG=兄を効用関数 U.(X.,a.G)に代入し，有効供
給に関する同じく単峰的な選好を示す効用関数
広(Y.―bふG,a,G) (8) 
を得ることができる。二つの効用関数は， それぞれ要素 Gvと Gの変化に応
じた効用変化を教えてくれる。もし関係 G.=avGを用いて(7)を増加／減少させ
る G。の変化と， (8)を増加／減少させる G の変化を対応づけるなら両者にお
ける効用変化は同様とみなせるようになる。しかしここで，この対応付けがすべ
ての消費者に同様にはあてはまらないのに注意しなくてはならない。例えば，
Gv, v=l, . , nのある一定の変化から出発して考えてみよう。 このとき政府
は各個人にとってさまざまの供給変化を消費者ごとに用意してやらねばならな
くなり，公共財の性格からしてそうした供給は実行不可能である。したがって
何らかの集合的選択を余儀なくされる事情から逃れることはできない。
もう一つの例として集合的選択がいわば不必要となるような，認知段階での
公共財需要量に消費者で全員一致がみられた場合が想起できよう。供給量に関
する錯覚のない(B)ならば，その羅がそのまま供給盪となり，またどの消費者も
需要に見合った供給であると認知する。しかし(A)のケースでは，錯覚に基づい
た全員一致の需要があったとしてもその量が実際の供給量として実現すること
はない1)。この第二の例は，なぜわれわれがまず認知された需要について多数決
をとり次いでその勝利者である中位量を l/am倍する（ここで mは中位量を需要
する消費者とする）方法を棄てなければならないかという理由の一つを示唆して
いる。一般に各 a。が異なる場合， 錯覚のある中で全員一致がみられても誰の
1) (A)と(B)はすぐ後の表を参照している。
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錯覚を尊重すべきかという集合的選択の問題が依然として残るからである。
第二の例が示すように，それを適用し得ない状況が起こり得るので政府による
供給の段階で錯覚の存在に対処するこの手続きには必ずしも頼れない。
これまでの考察から，政府あるいは各代議士が選挙民の錯覚に基づいた需要
を議題構成の段階で修正し，その意味では消費者の錯覚を容認するとしてみる
のがおそらく現実的でもあって興味深い設定であると思われる。
われわれは代議制民主主義の中位投票者モデルに財政錯覚の現象を取り込ん
だ場合，生じることになる構造的な帰結がどのようなものかに関心をもってい
る。そのためには，次の二つの状況(1)公共サービスの大きさに関して錯覚があ
る場合の政治経済モデル， (2)公共サービスの大きさに関して錯覚が存在しない
場合の政治経済モデル，これらの差異を明確にしておく必要がある。次の表が
二つの状況を整理して示してくれる。
政治経済(A): 数量錯覚あり
需要 G,*,.. , Gn* 
↓ 
有?J需要（疇） G,*/a1, …, G詑/an ↓ 
？ 
有効供給（多数決投票） G=med(G。*/av,v=l, …, n) 
↓ 
認知された供給 a1G,…, aふ ↑ 
政治経済(B):数量錯覚なし
需要 G1*, …， Gn* 
有門需要（鄭厘） G1*, …, Gn* ↓ ↓ 
- ? 有効供給（多数決投票） G=med(G.*, v= 1,.. , n) 
止された供給 c,…，6 ↑ 
政治経済凶では，租税に関する錯覚はあってもなくてもどちらでもよいが，
公共サービスについては消費者の間で錯覚が存在する。錯覚に基づいた消費者
の需要が，議題を構成する段階で派生需要として扱われ，錯覚を修正した有効
需要が政府にとっての選択肢とされる。なぜならば財政錯覚による需要を満た
してやろうとするのが(A)Iこおける代議士の態度と想定するからである。このよ
うにして選ばれた公共サービス供給量は，各消費者にはもちろん異なった量と
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して映ることになる。政治経済(B)では， 公共サービスの量について錯覚がな
く，税負坦については(A)同様に錯覚があってもなくてもよいと想定されてい
る。供給量に錯覚がないので政府は各消費者の需要をそのまま集合的選択の議
題として採用する。決められた供給量がすなわち認知される供給量でもある。
つまり， (A)での錯覚に基づいた需要 Gげは， G.*(bふ/a.,Yv)あるいは租税に
ついて錯覚のないら*(t./ av, 兄）あるいは租税について錯覚のない Gv*~t.! 
a., Y.)とじて解釈でき，他方(B)における需要 G.*は G.*(bふ， Yりもしくは
租税についても錯覚のない G.*(t.,Y.)として解釈できる。以下の分析はそれ
らの間でどの解釈を採用するかには依存しない。
公共サービスに対する投票者の錯覚に基づいた需要が， (A)では政府にとって
の政府的需要となる有効需要へと転換される。ここで考えようとする問題は，
そうした転換フ゜ロセスが作用するとした場合，それが集合的選択に対してもっ
含意がいかなるものかというものである。これまでの研究のように単に中位投
票者にのみ注意するのは，われわれの問題からして得策ではない。消費者全体
を見晴らした上で(A)において生じる帰結を見る必要がある。その多数決による
結果は，単一争点における多数決投票が意味することになるある社会厚生関数
の最大化問題を解くことによって得られる。投票過程は規範的な社会厚生関数
の概念を拒否する現実の政治過程の記述であることから，この事実は意外なも
のと思われるだろう。しかし，中位量 Gは実際のところ次の最小化問題の解
として特徴づけられるのである。
Minimize (1/n) I (Gi*/a1)-GI +…+(1/n) I (Gn*lan)-GI 
G 
subject to G巴 {G1*/a1,. , Gn*lanl 
この最小化問題は， もちろん目的関数に負の符号を付けた最大化問題でもあ
る。ここでの社会厚生関数は，各消費者にとっての公共サービス最適供給量と
社会的に選ばれようとしている供給量との差（距離）を尺度（マイナスの）として採
用している。さらにまたそれは，各消費者の損失を集計化するのに各個人に対
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して等しいウエイト l/nを与えるようなものであり， 計算上そのウエイトが
もちろん 1であってもよい。大事なことは，各消費者の有効需要と決定量の差
に対して等しいウエイトが付される点であり，直接民主主義の文脈で述べるな
らば，投票の場では一人一票の平等な扱いが実現しているのである。
すべての a.が正であると仮定しているので， 先の問題の解 G はまた次の
問題
Minimize c1 I G1*呵GI+c2IG2*-a2GI +…+cnlG2*-anGI 
G 
sunject to GE {G1*/a1, . , Gn*lan} 
の解でもある。ここで新しいウエイト c.(v=l, , …， n)は，
” c. = (1/ a.) /~(1/ a;) 
i=l 
によって定義されるもので，以前の 1/a.をこれによって置き換えても支障な
い。かくして中位量 Gは，各消費者が認知する需要と認知する供給との差と
なる損失をウイエイト c。で総計したものとなる。この事実がわれわれの問
題，「各消費者の有効需要が議題とされるとき， 誰が有利となるのか」に対す
る答えを与えてくれる。その答えは，「(A)における多数決ゲームは相対的に小
さな a。をもつ消費者が有利となる」というものである。投票の場では政府あ
るいは代議士によって供給量に関する錯覚が修正されその上で一人一票の平等
が貫かれても，決定された供給量がいざ認知される段階で再び錯覚がはいり込
むので，出発点の錯覚に基づく需要と供給を突合せるとバイアスをもった決定
となってしまう。
政府の公共サービス有効供給から派生需要は，効用変化を正確に伝達してく
れる。しかし多数決投票は， Gの1単位変化から生じる一消費者の利得がその
変化による他の消費者損失によってちょうど相殺されるかのように見なしてし
まう。こうした性格の処理は，公共サービスからの便益を過大に評価する消費
者にとって不利な扱いとなることがわかった。この帰結は， (B)では起こらない
ようなバイアスの存在を明確にしている。
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4. むすび
たとえそれが素朴なものであっても政治過程の分析を直接視野に含めること
と，アドホックに社会厚生関数を導入する態度の間には決定的な相違がある。
そのことをよく承知した上で，単一争点に対する多数決定投票過程を最小化あ
るいは最大化問題として理解し得るのは，たいへん便利なことである。このこ
とを明確にしている文献に不案内であるため，簡単な事実であるが，その証明
を付記の所に書いておく。
実際，集合的意思決定がなされようとしている対象を人々が異なるものと認
識するとき，われわれは多数の争点をもつ世界にいるのである。カーターが分
折したような錯覚がみられる世界で，政治的需要としての有効需要を考えるこ
とは，それゆえ多数の争点を単一化する働きをする。たとえそうしたメカニズ
ムが現実的でかつ要請されるものであるとしても，それがある種のグループに
対して不利となる明らかなバイアスをもつことを知るのは大事なことである。
われわれの簡単な分析から，公共サービスからの便益を過小評価しがちである
という意味で，そうしたプロセスは，保守派にとって有利なものとなることが
わかる。われわれは単に中位投票者（中位量を需要する消費者）に注目することを
せず，集合的選択の構造に及ぽす財政錯覚の含意について意味のある一つの結
果を摘出するのに成功した。
（付記〕
以下で次の問題
Minimize I A1 -A I +…+IAn-AI 
A 
subject to AE U1, . , An}, A1;;:;A2;;; . ,;;;An 
の解がん， k=(n+l)/2で与えられることを証明する。ここで nは奇数と仮
定する。もし A=Akならば，目的関数の値は
!Ai-Aki+…+JAn-Akj (1) 
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となり，もし A=Ak+1ならそれは
IA1-Ak+1I+…+IAn―Ak+1I 
621 
(2) 
となる。 IA1―ふI= I A1 -A2 I + I A2-As I +…+ IAk-1-Akl = IA2-Ail +!As 
-A2I+…+IAk-A叫および IAn―Aki=JA,.-A,.-11 + IA,.-1-An-21 +…十
IAk+t-Aklのような関係に注意すれば， (1)と(2)はそれぞれ
k-1 n―1 工s[A,+1-A,[+ I:; (n-s) IA,+1-A,[ 
•=l•=k 
k n-1 
I:;sl[A,+1-A,I +エ(n-s)IA,+1-A,[ 
•=l•=k+l 
となる。 (3)から(4)を差引き
(3)-(4l=(n-k) IAk+l-Akl -kl Aけ1-Akl
= (n-2k) I Ak+l -Aki 
を得る。それゆえ
k~(n-1)/2 ならば(3)-(4)~0
k叡 n+l)/2 らば(3)-(4)~0
(3) 
(4) 
もし(3)-(4)詞ならそれは A=Akではなく A=Ak+1とすることによって目
的関数の値を変えないか一層小さくできることを意味している。したがって上
の二つの関係から，最小値は k=(n+l)/2で与えられる。第一の関係が等号
のときには k=(n-1)/2もまた最小値を与えることとなり， 第二の関係が等
号のときには k=(n+3)/2も最小値を与えることになる。そうした場合でも
われわれの求めようとした結果が成り立つことに変わりない。
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